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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第88期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。  

  

  

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第88期

第１四半期 
連結累計期間 

第89期
第１四半期 
連結累計期間 

第88期

会計期間 
自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日 

自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日 

自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日 

売上高 （百万円）  22,004  20,996  87,330

経常利益 （百万円）  1,429  1,511  6,099

四半期（当期）純利益 （百万円）  800  1,176  4,575

四半期包括利益又は包括利益 （百万円）  △312  1,306  4,025

純資産額 （百万円）  31,437  36,583  35,714

総資産額 （百万円）  98,946  105,492  103,336

１株当たり四半期（当期）純利

益金額 
（円）  7.77  10.99  42.70

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円）  －  －  －

自己資本比率 （％）  31.3  34.2  34.1

２【事業の内容】
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当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

   

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。 

（1）業績の状況 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災による甚大な被害により企業の生産活動が

低下したものの、被災工場の早期復旧に加え、寸断されたサプライチェーンの影響も改善されはじめ、生産が

徐々に上向くなど、持ち直しの動きが見られるようになりました。その一方で、電力不足による経済活動の制

約に加え、原材料価格の高騰や円高の進行など先行き不透明な状況が続きました。 

当社グループを取り巻く環境は、アジア二輪車市場が引き続き拡大基調で推移したものの、震災の影響を受

けた自動車市場を中心に電子部品需要が落ち込んだほか、国内通信市場も弱含みで推移いたしました。 

このようななか、当第１四半期連結累計期間の売上高は、209億96百万円（前年同期比4.6％減）となりまし

た。利益面においては、費用抑制や生産性向上など収益改善に取り組んだ結果、営業利益は18億33百万円（前

年同期比14.3％増）、経常利益は15億11百万円（前年同期比5.7％増）、四半期純利益は11億76百万円（前年

同期比46.9％増）となりました。 

  

セグメントの業績は次のとおりであります。 

なお、セグメント間の取引については相殺消去して記載しております。 

  

①デバイス事業 

デバイス事業の売上高は85億72百万円（前年同期比8.4％減）、営業利益は16億93百万円（前年同期比

97.4％増）となりました。 

インバータ化の進む白物家電市場や拡大基調の続く産業機器市場を中心に大型のブリッジダイオード需要

が拡大し、収益を支えたものの、震災の影響により減産を強いられた自動車市場や価格が下落し競争が激化

するデジタル家電市場向けにダイオードが減少し、減収となりました。一方、利益面においては生産性の向

上や不採算製品の整理などにより、増益を確保いたしました。 

②モジュール事業 

モジュール事業の売上高は92億35百万円（前年同期比17.6％増）、営業利益は６億95百万円（前年同期比

33.6％減）となりました。 

インドネシアやインド、ベトナムなど、高い成長を持続するアジア二輪車市場において、レギュレータを

はじめとした電装製品が好調だったほか、電力不足懸念などにより発電機用インバータ需要が急拡大し、増

収となりました。一方、利益面においてはモビリティや新エネルギー分野を中心とした成長戦略の推進に伴

う開発投資が引き続き先行し、減益となりました。 

③システム事業 

システム事業の売上高は21億25百万円（前年同期比37.7％減）、営業損益は98百万円の損失となりまし

た。 

次世代通信規格の導入に伴うエリア拡大投資が一巡し、移動体基地局向け電源需要が低調であったほか、

震災の影響により基幹系の整流器需要も弱含みで推移いたしました。加えて、構造改革の一環として一部製

品の絞込みなどを行った結果、売上、利益ともに減少いたしました。 

④その他 

アクチュエータ製品は、中国の建設機械市場向け需要が鈍化したものの、北米や欧州における需要が徐々

に回復し、総じて堅調に推移いたしました。一方、前期に一部の連結子会社を売却した影響などにより、売

上高は10億63百万円（前年同期比23.1％減）、営業利益は１億18百万円（前年同期比6.4％減）となりまし

た。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（2）財政状態の分析  

当第１四半期連結会計期間末の総資産は1,054億92百万円（前期末比21億56百万円増）となりました。これ

は、主に現金及び預金が増加したことや、たな卸資産が増加したことなどによるものであります。 

また、負債は689億９百万円（前期末比12億87百万円増）となりました。これは、主に長期借入金が増加し

たことなどによるものであります。 

純資産は365億83百万円（前期末比８億69百万円増）となり、自己資本比率は34.2％となりました。 

以上の結果、１株当たり純資産は325円58銭となりました。 

  

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。 

当社は、不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを未然に防止すべく、平成

19年６月より「当社株式の大量買付行為への対応方針（買収防衛策）」を導入し、平成22年６月29日開催の第

86回定時株主総会にて、内容を一部変更した上で継続のご承認をいただいております。 

当該防衛策の主旨について、当社取締役会としては、(i) 当該買収防衛策が、株主が適切な判断を行うため

に、株主に対し大量買付を行おうとする者と当社取締役会双方から必要かつ十分な情報が提供されることを目

的としており、最終的に株主の自由な意思を尊重する当社の基本方針に沿うものであること、(ii) 当該買収

防衛策が、当社株主総会で承認され、またその後の変更または廃止についても株主総会の決議に従うこととさ

れており、当社の株主意思を尊重し株主共同の利益を損なうものでないこと、(iii) 当該買収防衛策が、いわ

ゆるデッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではなく、発動にあたっても予め定められた合理的かつ客

観的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を

防止するための仕組みを確保しているとともに、大量買付を行おうとする者の行為が当社の企業価値ひいては

株主共同の利益を著しく損なうか否かの検討および判断が必要な場合は、当社から独立した第三者（ファイナ

ンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家）の助言を得ることにより、

当社取締役会による判断の公正さ・客観性をより強く担保する仕組みとしていることから、当社取締役の地位

の維持を目的とするものではないと判断しております。 

  

（4）研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、10億21百万円であります。 

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。 
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①【株式の総数】 

（注）当社の発行可能種類株式は、それぞれ普通株式310,000,000株、Ａ種優先株式50,000,000株、Ｂ種優先株式

50,000,000株であり、合計では410,000,000株となりますが、発行可能株式総数は、310,000,000株とする旨

定款に規定しております。なお、発行可能種類株式の合計と発行可能株式総数との一致については、会社法

上要求されておりません。 

②【発行済株式】 

(注)Ａ種優先株式の内容は次の通りであります。 

(1) Ａ種優先配当金 

① Ａ種優先配当金 

当社は、剰余金の配当を行うときは、当該剰余金の配当に係る基準日の最終の株主名簿に記載または記 

録されたＡ種優先株式を有する株主（以下、「Ａ種優先株主」という。）またはＡ種優先株式の登録株式 

質権者（以下、「Ａ種優先登録株式質権者」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下、「普通株 

主」という。）または普通株式の登録株式質権者（以下、「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、 

Ａ種優先株式１株につき、Ａ種優先株式１株当たりの払込金額相当額（ただし、Ａ種優先株式につき、株 

式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由があった場合には、適切に調整され 

る。）に、７％（以下、「Ａ種優先配当年率」という。）を乗じて算出した額の金銭（円位未満小数第４ 

位まで算出し、その小数第４位を切り上げる。）（以下、「Ａ種優先配当金」という。）の配当をする。 

ただし、当該基準日の属する事業年度においてＡ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対して次項 

に定めるＡ種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額とする。また、平成22年３月31日に 

終了する事業年度に属する日を基準日とするＡ種優先配当金の額は、Ａ種優先株式１株につき、払込金額 

相当額（ただし、Ａ種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事 

由があった場合には、適切に調整される。）に、７％を乗じて得られる額に、平成21年10月29日（同日を 

含む。）より平成22年３月31日（同日を含む。）までの日数を乗じ、365で除して算出した額（円位未満小

数第４位まで算出し、その小数第４位を切り上げる。）とする。  

② 累積条項 

ある事業年度においてＡ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額が 

Ａ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積し、累積した不足額（以 

下、「Ａ種優先累積未払配当金」という。）を、当該翌事業年度以降、Ａ種優先配当金ならびに普通株主 

および普通登録株式質権者に対する剰余金の配当に先立ち、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者 

に対して支払う。 

③ 非参加条項 

Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、Ａ種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を 

行わない。ただし、当社が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロもしくは同法第760条 

第７号ロに規定される剰余金の配当または当社が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第12号ロも

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  310,000,000

Ａ種優先株式  50,000,000

Ｂ種優先株式  50,000,000

計  310,000,000

種類 
第１四半期会計期間末
現在発行数（株） 
(平成23年６月30日) 

提出日現在発行数（株）
(平成23年８月11日) 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容

普通株式  103,388,848  103,388,848
東京証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数は1,000株

であります。 

Ａ種優先株式  11,362,000  11,362,000 非上場 
単元株式数は1,000株

であります。(注） 

計  114,750,848  114,750,848 － － 

2011/08/11 19:09:2511758338_第１四半期報告書_20110811190914

- 4 -



しくは第765条第１項第８号ロに規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。 

(2) Ａ種優先中間配当金 

当社は、中間配当を行うときは、当該中間配当に係る基準日の最終の株主名簿に記載または記録されたＡ 

種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主または普通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先 

株式１株につき、Ａ種優先配当金の額の２分の１を上限とする金銭（以下、「Ａ種優先中間配当金」とい 

う。）を支払う。 

(3) 残余財産 

① 残余財産の分配 

当社は、残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主ま 

たは普通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につき、Ａ種優先株式１株当たりの払込金額相当額 

（ただし、Ａ種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由があ 

った場合には、適切に調整される。）およびＡ種優先累積未払配当金相当額を合計した額の金銭を支払 

う。 

② 非参加条項 

Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、上記①のほか、残余財産の分配は行わない。 

(4) 議決権 

Ａ種優先株主は、全ての事項につき株主総会において議決権を行使することができない。ただし、Ａ種優 

先株主は、定時株主総会にＡ種優先配当金の額の全部（Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対し 

てＡ種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額）の支払を受ける旨の議案が提出されないと 

きはその定時株主総会より、Ａ種優先配当金の額の全部（Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対 

してＡ種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額）の支払を受ける旨の議案が定時株主総会 

において否決されたときはその定時株主総会の終結の時より、Ａ種優先配当金の額の全部（Ａ種優先株主ま 

たはＡ種優先登録株式質権者に対してＡ種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額）の支払 

を受ける旨の決議がなされる時までの間は、全ての事項について株主総会において議決権を行使することが 

できる。 

(5) 金銭を対価とする取得条項 

① 金銭を対価とする取得条項 

当社は、平成23年10月29日以降、取締役会が別に定める日（以下、「取得日」という。）が到来したと 

きは、法令上可能な範囲で、Ａ種優先株式の全部または一部を取得することができる。なお、Ａ種優先株 

式の一部を取得するときは、按分比例の方法による。 

② 取得と引換えに交付すべき財産 

当社は、Ａ種優先株式の取得と引換えに、Ａ種優先株式１株につき、Ａ種優先株式１株当たりの払込金 

額相当額（ただし、Ａ種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する 

事由があった場合には、適切に調整される。）にＡ種優先累積未払配当金相当額および下記に定める経過 

Ａ種優先配当金相当額を加えた額の金銭を交付する。 

上記においてＡ種優先株式１株当たりの経過Ａ種優先配当金相当額とは、取得日において、取得日の属 

する事業年度の初日（同日を含む。）から取得日（同日を含む。）までの日数にＡ種優先配当金の額を乗 

じた金額を365で除して算出した額（円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を切り上げる。）を

いう。ただし、取得日の属する事業年度においてＡ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対してＡ 

種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額とする。 

(6) 株式の分割または併合および株式無償割当て 

① 分割または併合 

当社は、株式の分割または併合を行うときは、普通株式およびＡ種優先株式の種類ごとに、同時に同一 

の割合で行う。 

② 株式無償割当て 

当社は、株式無償割当てを行うときは、普通株式およびＡ種優先株式の種類ごとに、当該種類の株式の 

無償割当てを、同時に同一の割合で行う。 

2011/08/11 19:09:2511758338_第１四半期報告書_20110811190914

- 5 -



(7) 法令変更等 

法令の変更等に伴い本要項の規定について読み替えその他の措置が必要となる場合には、当社の取締役会 

は合理的に必要な措置を講じる。 

(8) 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無 

会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。 

(9) 議決権を有しないこととしている理由 

資本増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためであります。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

   

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成23年４月１日～
平成23年６月30日 

 －  114,750 －  17,823  －  6,031

（６）【大株主の状況】
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当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載を

しております。 

  

①【発行済株式】 

（注）１．株式の内容は「１．株式等の状況」の「（１）株式の総数等」の「②発行済株式」に記載しております。 

２．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個） 

含まれております。 

  

②【自己株式等】 

（注）１．上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に保有していない株式が1,000株（議決権１

個）あります。なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含

めております。 

２．当第１四半期会計期間末の自己名義所有株式数は、326,000株であります。 

  

該当事項はありません。 

（７）【議決権の状況】

  平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 
Ａ種優先株式 

 11,362,000
－ （注）１ 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）

普通株式    325,000
－ 単元株式数1,000株 

完全議決権株式（その他） 普通株式   102,597,000  102,597
同上 

（注）２ 

単元未満株式 普通株式    466,848 － － 

発行済株式総数  114,750,848 － － 

総株主の議決権 －  102,597 － 

  平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は名
称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

新電元工業株式会社 

東京都千代田区 

大手町２－２－１ 

普通株式 

 325,000
 －

普通株式 

 325,000
 0.28

計 － 
普通株式 

 325,000
 －

普通株式 

 325,000
 0.28

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。  

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平

成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】  

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 28,178 31,487

受取手形及び売掛金 20,554 19,959

商品及び製品 5,391 5,200

仕掛品 3,706 4,440

原材料及び貯蔵品 7,388 7,413

繰延税金資産 228 81

その他 1,830 866

貸倒引当金 △14 △20

流動資産合計 67,263 69,426

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 8,701 8,542

機械装置及び運搬具（純額） 5,787 5,734

土地 4,867 4,872

その他（純額） 3,193 3,225

有形固定資産合計 22,550 22,375

無形固定資産   

ソフトウエア 379 362

その他 286 279

無形固定資産合計 666 642

投資その他の資産   

投資有価証券 9,971 9,871

繰延税金資産 1,419 1,473

その他 1,499 1,731

貸倒引当金 △34 △29

投資その他の資産合計 12,855 13,048

固定資産合計 36,072 36,065

資産合計 103,336 105,492
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 15,607 15,544

短期借入金 4,753 4,728

1年内償還予定の社債 － 100

未払法人税等 288 －

繰延税金負債 － 3

賞与引当金 582 －

その他 4,398 4,643

流動負債合計 25,629 25,019

固定負債   

社債 12,000 11,900

長期借入金 19,410 21,168

退職給付引当金 8,172 8,600

役員退職慰労引当金 31 32

資産除去債務 145 143

繰延税金負債 454 414

その他 1,777 1,630

固定負債合計 41,991 43,889

負債合計 67,621 68,909

純資産の部   

株主資本   

資本金 17,823 17,823

資本剰余金 10,336 10,336

利益剰余金 8,111 8,855

自己株式 △110 △110

株主資本合計 36,161 36,905

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 666 587

為替換算調整勘定 △1,579 △1,393

その他の包括利益累計額合計 △912 △806

少数株主持分 465 485

純資産合計 35,714 36,583

負債純資産合計 103,336 105,492
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年６月30日) 

売上高 22,004 20,996

売上原価 17,715 16,639

売上総利益 4,288 4,356

販売費及び一般管理費 2,684 2,523

営業利益 1,604 1,833

営業外収益   

受取利息 18 15

受取配当金 59 65

受取ロイヤリティー 77 73

持分法による投資利益 37 56

その他 61 42

営業外収益合計 254 253

営業外費用   

支払利息 183 191

為替差損 27 154

退職給付会計基準変更時差異の処理額 154 154

その他 62 75

営業外費用合計 429 575

経常利益 1,429 1,511

特別損失   

投資有価証券評価損 57 15

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 118 －

特別損失合計 175 15

税金等調整前四半期純利益 1,254 1,495

法人税、住民税及び事業税 360 198

法人税等調整額 68 96

法人税等合計 428 295

少数株主損益調整前四半期純利益 825 1,200

少数株主利益 24 23

四半期純利益 800 1,176

少数株主利益 24 23

少数株主損益調整前四半期純利益 825 1,200

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1,252 △79

為替換算調整勘定 166 206

持分法適用会社に対する持分相当額 △52 △21

その他の包括利益合計 △1,138 106

四半期包括利益 △312 1,306

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △337 1,282

少数株主に係る四半期包括利益 24 23
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当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

【会計方針の変更等】

【追加情報】
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当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。 

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであ

ります。  

  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成23年６月30日） 

連結財務諸表提出会社は、次の相手先の借入に対し

支払保証を行っております。 

四半期連結財務諸表提出会社は、次の相手先の借入

に対し支払保証を行っております。 

従業員住宅資金借入口 百万円 178

計  178

従業員住宅資金借入口 百万円 173

計  173

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

減価償却費 992百万円 1,012百万円 
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

１．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

  

（2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期連結会計期間末の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

２．株主資本の著しい変動 

該当事項はありません。 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

１．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

  

（2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期連結会計期間末の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

２．株主資本の著しい変動 

該当事項はありません。 

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月29日 

定時株主総会 
Ａ種優先株式 73  6.498  平成22年３月31日  平成22年６月30日 資本剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  257  2.50  平成23年３月31日  平成23年６月30日 利益剰余金 

平成23年６月29日 

定時株主総会 
Ａ種優先株式  174  15.40  平成23年３月31日  平成23年６月30日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソレノイド事業等を含んで

おります。  

   ２．セグメント利益の調整額△612百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用が含まれてお

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。 

   ３．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

該当事項はありません。 

  

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。 

  

（重要な負ののれん発生益）  

該当事項はありません。 

  

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  報告セグメント
その他

（注）１ 
合計 

調整額  
（注）２ 

四半期連結
損益及び包
括利益計算
書計上額 
（注）３ 

  
デバイス 
事業  

モジュール
事業  

システム
事業  

計  

売上高                            

外部顧客への売上高  9,357  7,855  3,409  20,621  1,382  22,004  －  22,004

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 1,037  13  －  1,050  －  1,050  △1,050  －

計  10,394  7,868  3,409  21,672  1,382  23,054  △1,050  22,004

セグメント利益  857  1,047  184  2,090  126  2,216  △612  1,604
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソレノイド事業等を含んで

おります。  

   ２．セグメント利益又は損失の調整額△574百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用が含

まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。 

   ３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

該当事項はありません。 

  

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。 

  

（重要な負ののれん発生益）  

該当事項はありません。 

  

  報告セグメント
その他

（注）１ 
合計 

調整額  
（注）２ 

四半期連結
損益及び包
括利益計算
書計上額 
（注）３ 

  
デバイス 
事業 

モジュール
事業  

システム
事業  

計  

売上高                            

外部顧客への売上高  8,572  9,235  2,125  19,933  1,063  20,996  －  20,996

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 1,059  15  －  1,074  －  1,074  △1,074  －

計  9,631  9,250  2,125  21,007  1,063  22,070  △1,074  20,996

セグメント利益又は 

損失（△）  
 1,693  695  △98  2,289  118  2,407  △574  1,833
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

   

該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 7 77 円 銭 10 99

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  800  1,176

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  43

（うちＡ種優先配当金）  －  (43)

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  800  1,132

普通株式の期中平均株式数（千株）  103,072  103,062

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成23年８月９日

新 電 元 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
 業務執行社員 

  公認会計士 江口  潤    ㊞ 

  
指定有限責任社員 
 業務執行社員 

  公認会計士 唐澤 正幸   ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新電元工業株

式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日か

ら平成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビュ

ーを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新電元工業株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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